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第５章 今後の公共施設のあり方 

第第第第５５５５章章章章    今後の公共施設のあり方今後の公共施設のあり方今後の公共施設のあり方今後の公共施設のあり方    

１．１．１．１．課題のまとめ課題のまとめ課題のまとめ課題のまとめ    

第 1 章・2 章では、市全体の概要把握を行い、本市の実態について、人口面・地域特性・財政面・

公共施設面から明らかにし、資産の有効活用の必要性をまとめました。 

第 3 章では、用途ごとの実態と今後の検討の視点を、第 4章では、6地区・16 小学校区毎の公共

施設を通じた行政サービスの実態と課題を明らかにしました。 

今後は、これらを総合的に捉え、行政需要や市民ニーズ等を的確に把握しながら、社会環境の変

化に応じた公共施設の更新の選択と集中を行い、改修・整備・再配置等へ向けた施設ごとの優先順

位づけを行う必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

�人口動向の変化及び財政制約が強まる中、都市構造の変革や公共施設の老朽化・ニー

ズの変化への対応等を果たす必要がある。

�そのためには、市が保有する資産について、総合的・横断的な公共施設の機能の見直

しや多機能化等、公共施設の再編や行政サービスのあり方等の見直しによる資産の有

効活用が重要となる。

�資産の有効活用を実現するためには、データの収集・分析から方針、計画策定、さら

にはＰＤＣAサイクルの確立等による長期のマネジメント構築が必要である。
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�老朽化施設の更新にあたっては、単純に

個別施設の改修等を行うのではなく、周

辺施設の状況を踏まえ一体的な施設整備

のあり方について検討する必要がある。

�利用の低い施設は、施設及び機能（サー

ビス）の必要性を検証し、類似機能の集

約化や利用率向上に向けた事業の見直し

等の検討が必要である。

�本来の設置目的と利用実態にかい離のみ

られる施設は、施設の必要性を再検証し、

利用ニーズに応じた機能（サービス）の

提供方法を検討する必要がある。

�公共施設には、直営の施設や指定管理者

による施設、一部業務を民間に委託して

いる施設など様々である。費用対効果を

検証し、最適な費用での運営方法の見直

しを行う必要がある。

�現状の利用実態等を踏まえ、利用者ニーズ

と提供するサービス（施設数及び機能）と

のバランスを検証しながら、今後の施設の

改善の方向性等あり方を検討し、機能の集

約化や施設の複合化など一体的かつ効率的

な施設整備計画を実施する必要がある。

�小牧地区は、市の行政サービスの中心とな

る施設が多く立地しており、施設の必要性

を検証し施設再編を検討する必要がある。

�小牧南地区や味岡地区は、学校を中心とし

て周辺施設の更新計画を検討し、機能の集

約化や施設の複合化など一体的かつ効率的

な施設整備計画を実施する必要がある。

�巾下地区や篠岡地区、北里地区は、地区の

形状や土地利用、交通状況等の特性を踏ま

え、利用者の利便性に配慮した施設再編を

検討する必要がある。

第第第第3333章章章章 用途ごとの実態・検討の視点用途ごとの実態・検討の視点用途ごとの実態・検討の視点用途ごとの実態・検討の視点 第第第第4444章章章章 地区ごとの実態・検討の視点地区ごとの実態・検討の視点地区ごとの実態・検討の視点地区ごとの実態・検討の視点

� 地区又は小学校区単位で、今後の人口変化等に合った行政サービスのあり方を検討す

る必要がある。

� 公共施設のあり方に関する全体方針を策定し、それに基づいた改善案を検討する必要

がある。

� 財政制約の中で、方針に基づいて優先順位づけを行い、施設の更新を計画的に実行し

ていく必要がある。
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２２２２．．．．今後の公共施設のあり方今後の公共施設のあり方今後の公共施設のあり方今後の公共施設のあり方    

（１）国の動向（１）国の動向（１）国の動向（１）国の動向    

平成 26年 4 月に、総務省より「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」が示され、「公

共施設等総合管理計画」の策定要請がありました。 

「公共施設等総合管理計画」は、10 年以上の長期にわたる計画とすること、ハコモノに限らず、

地方公共団体が所有するすべての公共施設等を対象とすること、更新・統廃合・長寿命化など、公

共施設等の管理に関する基本的な考え方を記載することがポイントとなっています。 

さらに、PFI/PPP を活用したまちづくりとも連動した計画とすることが指針でうたわれています。 

 

 

 

 

（２）今後の公共施設のあり方（２）今後の公共施設のあり方（２）今後の公共施設のあり方（２）今後の公共施設のあり方    ～行政運営から行政経営へ～～行政運営から行政経営へ～～行政運営から行政経営へ～～行政運営から行政経営へ～    

本市の公共施設等での行政サービスにかかるコストを平成 24 年度でみると、歳出全体（500 億円）

の約 54％（271 億円）を占めています。その内訳は、人件費 15％、物件費が 21％、維持補修費が 2％、

投資的経費が 16％となっており、行政サービスにかかるコストの 6 割以上は、固定費である人件費

と物件費に費やされています。市では、新たな歳入確保や、人件費、物件費などの行政コストの削

減に取り組んでいますが、一律的なコスト削減だけでは、行政サービスの低下を招く恐れもありま

す。 

今後は、経営的視点から、総合的・長期的観点に立ち、公共施設の長寿命化、ライフサイクルコ

ストの縮減、維持管理費の平準化などを目指した公共施設のマネジメントに関する取組みを推進し、

効果的・効率的な行政展開を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行政財産土地

83%

行政財産建物

11%

普通財産土地

6%
普通財産建物

0.3%

歳出総額

500億円

小牧市平成24年度普通会計決算 歳出内訳

投資的経費

16％(81億円)

扶助費

19％

公債費

5％

補助費等

7％

行政サービスに

かかる歳出は、

約54％を占める

土地

334.7万㎡

建物

41.8万㎡

小牧市が保有する財産内訳

人件費

15％

(76億円)

物件費21％

(104億円)

（93億円）

コ

ス

ト

情

報

ス

ト

ッ

ク

情

報

行政財産は市の財産の過半を占めており、その中で行われている行政サービスにかかる

コスト（人件費・物件費・投資的経費等）を総合的・横断的に有効活用し、行政全般の見直

しを図り、効果的・効率的な行政展開を行う。

行政サービスを

行う財産は市の

財産の過半を占

める。

貸付金等

3％

維持補修費

2％(10億円)

繰出金

12％

（出典：財産報告書H26年3月末）
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（３）今後の取組みの進め方（３）今後の取組みの進め方（３）今後の取組みの進め方（３）今後の取組みの進め方    

平成 25 年度より公共施設の利用状況やコスト状況などをとりまとめ、施設が抱える現状と課題

を明らかにし、今後の公共施設のあり方について検討していくため「公共施設白書」を作成しまし

た。また、平成 26 年度は、老朽化が進行する公共施設の現地調査を行い、劣化状況を統一的な視

点で把握・評価し、修繕の優先順位付けや物理的な耐用年数を明らかにするため「劣化診断」を実

施します。 

今後は、「公共施設白書」や「劣化診断」で明らかとなった公共施設の実態や課題を整理し、本

市の公共施設のあり方の基本的な考え方を示した「公共ファシリティマネジメント基本方針」を策

定します。 

そして、基本方針に基づき、具体的な用途や施設の改善案を示した「公共施設適正配置計画」と、

公共施設の長寿命化に向けた指針をとりまとめた「公共施設長寿命化計画」を策定し、次年度以降、

実行段階へ移っていくことを考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度以降

公共施設白書

の作成

• 市勢状況等の整理分析
• 公共施設の実態
（利用、運営、コスト、建物）

• 地区別の実態
• 今後の公共施設のあり方

公共ﾌｧｼﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ基本方針

公共施設適正配置計画

公共施設長寿命化計画

• 築20年以上の施設

を目視調査

• 築30年以上の施設

を躯体調査

劣化診断

の実施

実行へ
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